	担当者氏名
	

	電話番号
	

	FAX番号
	


別紙様式４
介護職員処遇改善実績報告書(平成　　年度)
名古屋市長　殿
	①
	 平成　　年度分介護職員処遇改善加算総額
	(1)国保連からお知らせのあった金額：　　　　　　　　　　　　円

	
	
	　(2)給付限度額超過による利用者負担額：　　　　　　　　　　　円

	
	
	　(3)(1)と(2)の合算額：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

	 ②
	 加算による賃金改善実施期間
	  　　　 平成　　　年　　　月　～　平成　　　年　　　月

	 ③
	 介護職員常勤換算数(②の期間の総数)
※少数点第2位切り捨て
	

	 ④
	 介護職員に支給した賃金額(②の期間の総数)
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

	 ⑤
	 介護職員一人当たり賃金月額(④÷③)
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

	 ⑥
	 ②の期間において実施した賃金改善の概要
 (改善した給与の項目（法定福利費を含む）及びその金額等について具体的に記載すること)
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	 ⑦
	 賃金改善所要額(⑥に要した費用の総額)　  
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

	 ⑧
	 介護職員一人当たり賃金改善月額(⑦÷③)
※少数点第1位切り捨て
	　円

	
	
	
	


※複数の事業所を有する法人については、法人全体の金額を記載する。
※①については、別紙様式４（添付書類１）により事業所毎の内訳を添付すること。
　※１つの事業所のみで介護職員処遇改善計画書を提出している場合も、添付書類１は添付すること。
　※県内の複数の事業所間で一括して介護職員処遇改善計画書を提出している場合は、添付書類１に加えて、添付書類３を提出すること。

※県外を含む複数の事業所間で一括して介護職員処遇改善計画書を提出している場合は、添付書類１、２及び３を添付すること。

※⑥⑦については、様式例１により事業所ごとに積算の根拠となる資料を添付すること。なお、各所職員に対する賃金等の改善額の実績については、実地指導の際に確認するため、様式例２を参考に事業所ごとに作成し、保管すること。

	上記について相違ないことを証明いたします。
                      平成　　年　　月　　日    （法 人 名）
                                                （代表者職・氏名）　　　                  印


別紙様式４

	担当者氏名
	名古屋　太郎

	電話番号
	052-000-0000

	FAX番号
	052-000-0000


介護職員処遇改善実績報告書(平成24年度)
名古屋市長　殿

	①
	 平成２４年度分介護職員処遇改善加算総額
	(1)国保連からお知らせのあった金額：　　　　　　　1,881,500円

	
	
	　(2)給付限度額超過による利用者負担額：　　　　　　　253,500円

	
	
	　(3)(1)と(2)の総額：　　　　　　　　　　　　　　　2,135,000円

	 ②
	 加算による賃金改善実施期間
	  　　　　　 平成２４年６月　～　平成２５年５月

	 ③
	 介護職員常勤換算数(②の期間の総数)
※少数点第2位切り捨て
	127.3人

	 ④
	 介護職員に支給した賃金額(②の期間の総数)
	　　　　　　　　　　　　　　22,012,206円 

	 ⑤
	 介護職員一人当たり賃金月額(④÷③)
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　172,916円 

	 ⑥
	 ②の期間において実施した賃金改善の概要
 (改善した給与の項目（法定福利費等を含む）及びその金額等について具体的に記載すること)
	常勤職員の基本給を10,000円、非常勤職員の時給を1時間150円増額

	
	
	延長手当として一回の延長サービス対応につき1,500円支給

	
	
	夜勤手当として、一回の夜勤につき1,500円支給

	
	
	平成○年○月支給の賞与を10,000円増額

	
	
	一時金として、平成○年○月に常勤職員一人当たり10,000円,

非常勤職員一人当たり5,000円支給

	
	
	法定福利費事業主負担増加分

	 ⑦
	 賃金改善所要額(⑥に要した費用の総額)
	　　　　　　　　　　　　　2,200,000円 

	 ⑧
	 介護職員一人当たり賃金改善月額(⑦÷③)
※少数点第1位切り捨て
	17,282円

	
	
	
	


※複数の事業所を有する法人については、法人全体の金額を記載する。
※①については、別紙様式４（添付書類１）により事業所毎の内訳を添付すること。

　※１つの事業所のみで介護職員処遇改善計画書を提出している場合も、添付書類１は添付すること。
　※県内の複数の事業所間で一括して介護職員処遇改善計画書を提出している場合は、添付書類１に加えて、添付書類３を提出すること。

※県外を含む複数の事業所間で一括して介護職員処遇改善計画書を提出している場合は、添付書類１、２及び３を添付すること。

※⑥⑦については、様式例１により事業所ごとに積算の根拠となる資料を添付すること。なお、各所職員に対する賃金等の改善額の実績については、実地指導の際に確認するため、様式例２を参考に事業所ごとに作成し、保管すること。

	上記について相違ないことを証明いたします。
                      平成２５年７月３０日    　（法 人 名）株式会社　三の丸サービス
                                                （代表者職・氏名）代表取締役　名古屋　太郎  印


実績報告書について

1 介護職員処遇改善加算総額（複数の事業所を有する法人については、法人全体の金額を記載する。）
(1)国民健康保険団体連合会から月ごとに送付される「介護職員処遇改善加算総額のお知らせ」のうち、平成24年4月分から平成25年3月分までのものに記載されている金額に基づき、算定してください。この額には利用者負担分（1割）も含まれますが、限度額超過分については含まれておりません。また、取り下げ・再請求などを行った月のお知らせ額にはご注意ください。
(2)介護保険の給付限度額超過分を利用者が負担された場合は、そのうち本加算に相当する分の額をこちらの項に記入してください。
(3)(1)と(2)の金額を合算してください。
また、添付書類１（事業所一覧）、添付書類２（都道府県状況一覧）、添付書類３（市町村状況一覧）に事業所や所在地ごとの内訳を明記し、添付してください。
2 加算による賃金改善実施期間
　処遇改善加算額（①）を原資として、事業所内の介護職員に賃金改善を行った期間を記載してください。計画書に記載した賃金改善実施期間と一致していなければなりません。
3 介護職員常勤換算数
　賃金改善実施期間（②）中の介護職員の勤務時間を月ごとに常勤換算したもの合計し、記載してください。他職種との兼務職員が対象の場合は従事した時間数を按分してください。
　　介護職員として常勤の職員　⇒　一人を１．０とし、人数を足していく。
　　非常勤職員・他職種と兼務している職員

⇒（４週間の介護職員としての労働時間）÷４÷（常勤職員が１週間に勤務すべき労働時間）を職員ごとに算出し、合算する。
4 介護職員に支給した賃金額
　②の期間中に賃金改善対象の介護職員に支給した賃金の総額を記載します。賃金の改善額ではなく賃金の総額であることにご注意ください。（賃金改善が反映された額となります。）
5 介護職員一人当たりの賃金月額
　④で算出した賃金の総額を③で算出した常勤換算数で割り、常勤の介護職員一人当たりの賃金額を算出してください。（1円未満切捨て）
6 ②の期間において実施した賃金改善の概要
　実施した賃金改善事項を、具体的に記載してください。賃金向上に伴う法定福利費（健康保険料・介護保険料・厚生年金保険料・児童手当拠出金・雇用保険料・労災保険料等）の増額も改善所要額に含めます。
支給金額の算出方法が職員の勤務形態などにより異なる場合は、それぞれ記載することとし、この様式に書ききれない場合は別紙を添付してください。
7 賃金改善所要額
　⑥の賃金改善に要した金額を記載してください。
　介護職員処遇改善加算の要件として賃金改善額が加算額を上回ることとなっておりますので、①の(3)に記載されている額より⑦の額が上回っていなければなりません。万が一下回っている場合は一時金などで賃金改善に反映してください。改善が見込まれない事例は返還の対象となりますのでご注意ください。
また、この項目については根拠となる資料として様式例１を作成し、添付してください。
なお、実地指導の際に適正に賃金改善に充てられていたか確認するため、様式例２のような賃金改善の対象となる職員と、改善内容およびその額が把握できる書類を各事業所で作成し、保管されるようお願いします。
8 介護職員一人当たり賃金改善額
　⑦の賃金改善に要した額を③で算出した常勤換算で割り、常勤の介護職員一人当たりの賃金改善月額を算出し、記載してください。
記載例








